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1 新 567 条 1 項













2017 年 5 月 26 日、「民法の一部を改正する法律案 (第 189 回国会閣法
第 63 号)」および「民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整
備等に関する法律案 (同第 64 号)」が可決・成立した。改正法は同年 6月
2 日に公布され (法律 44 号・同 45 号)、一定の例外を除き、2020 年 4 月



















( 1 ) 潮見佳男「売買・請負の担保責任――契約不適合構成を介した債務不履行責任への統
合・一元化」NBL1045 号 (2015 年) 12 頁、同『新債権総論Ⅰ』(信山社、2017 年) 199
頁、山野目章夫「民法 (債権関係) 改正のビューポイント⑪」NBL1048 号 (2015 年) 64
頁、同「民法の債権関係の規定の見直しにおける売買契約の新しい規律の構想」曹時 68
巻 1 号 (2016 年) 3頁、磯村保「売買契約法の改正 ―― 『担保責任』規定を中心として
――」Law&Practice10 号 (2016 年) 68頁、野澤正充「売買――瑕疵担保責任から契約

























NBL1107 号 (2017 年) 8 頁。さらに、第 193 回国会衆議院法務委員会議録第 4 号 4 頁
〔吉田〔宣〕委員、小川政府参考人〕も参照。
↘
( 2 ) 民法 (債権関係) の改正に関する諮問第 88 号。民法改正の経緯と改正法の概要につい
て、筒井健夫「債権法改正の経緯と概要」ジュリ 1511 号 (2017 年) 16頁以下、大村敦志
=道垣内弘人編『解説 民法 (債権法) 改正のポイント』(有斐閣、2017 年) 1頁以下〔筒
井健夫〕を参照。さらに「市民社会」および「取引社会」の観点から改正債権法を検討す
る大村=道垣内・同書 493頁以下〔大村敦志〕、507頁以下〔道垣内弘人〕も参照。
( 3 ) 社会・経済の変化への対応 (現代化) という観点から、野澤正充「新しい契約責任法と
消費者契約」法教 441 号 (2017 年) 39-41頁は、瑕疵担保責任の改正を含む新しい契約責
任法は「グローバル・スタンダードを明確に意識し、その導入を図るものである。」と評
価する (同・前掲注 (1) NBL1107 号 4頁以下も参照)。また、分かりやすさ (透明性) の






























新 562 条 1 項本文によれば、売主は、買主に対し、種類、品質または数
量に関して「契約の内容に適合した目的物」を引き渡す義務を負う。改正
























( 4 ) ｢瑕疵」をめぐる判例・学説の展開について、潮見佳男『契約責任の体系』(有斐閣、
2000 年) 375頁以下、瀬川信久「『瑕疵』の判断基準について ――瑕疵担保論争から債権
法改正後へ――」高翔龍他編『日本民法学の新たな時代』(有斐閣、2015 年) 648-668頁
も参照。



























このことが民法 (旧) 570 条にいう瑕疵に当たると主張して土壌汚染対策
( 6 ) 柚木馨『売主瑕疵担保責任の研究』(有斐閣、1963 年) 311 頁、柚木馨=高木多喜男
『新版注釈民法 (14)』(有斐閣、1993 年) 353-360頁〔柚木馨・高木多喜男〕を参照。
( 7 ) 三宅正男『契約法 (各論) 上巻』(青林書院、1983 年) 318頁、円谷峻『契約の成立と
責任〔第 2 版〕』(一粒社、1991 年) 184 頁以下、同『新・契約の成立と責任』(成文堂、
2004 年) 252-253頁を参照。
( 8 ) 末川博『債権各論第一部』(岩波書店、昭和 14 年) 79頁、同『契約法下 (各論)』(岩
波書店、1975 年) 49頁、来栖三郎『契約法』(有斐閣、1974 年) 82-83頁、星野英一『民
法概論Ⅳ (契約)』(良書普及会、1988 年) 132頁、北川善太郎『債権総論 (民法講要Ⅲ)
〔第 3版〕』(有斐閣、2004 年) 133-134頁、沖野眞巳「『責二帰スヘキ事由』・過失・瑕疵・
欠陥 (不可抗力)」法教 164 号 (1994 年) 17 頁、磯村保「目的物の瑕疵をめぐる法律関
係」磯村=鎌田=河上=中舎『民法トライアル教室』(有斐閣、1999 年) 306頁、森田宏
樹「債務不履行と瑕疵担保」法教 193 号 (1996 年) 36頁、近江幸治『民法講義 V契約法
〔第 3版〕』(成文堂、2006 年) 144頁、内田貴『民法Ⅱ〔第 3版〕』(東大出版会、2011 年)
135頁、遠藤浩ほか編『民法 (6) 契約各論〔第 4版増補補訂版〕』』(有斐閣、2002 年) 50
頁〔平井宜雄〕などを参照。
( 9 ) 潮見佳男『契約各論Ⅰ』(信山社、2008 年) 215-216頁等を参照。
(10) 民集 64 巻 4 号 953頁、判時 2083 号 77頁、判タ 1326 号 106頁。本判決については、榎


































ときの買主に対する責任」法教 402 号 (2014 年) 138頁など。



















































(14) 第 193 回国会衆議院法務委員会議録第 4 号 4-5頁〔吉田〔宣〕委員、小川政府参考人〕
も参照。中古建物の売買における「瑕疵」(民法 570 条) の判断構造を下級審裁判例の分
析を通じて明らかにする秋山靖浩「中古建物の『瑕疵』の判断に関する一考察」Law &




える影響」日本不動産学会誌 30 巻 1 号 (2016 年) 18頁も、「現行 570 条の瑕疵担保責任
も「『契約の趣旨』との関係で備えるべき性質・性能を備えていない場合に問題となると
いう点では、……改正民法の契約不適合責任と根本的に異なるというものではない。」と
指摘する。桑岡・前掲注 (10) 107頁は、改正案の下でも従来の判例 (ふっ素土壌汚染事件
判決) の意義が失われることはないという。それに対して、「瑕疵」と「契約不適合」は
単に文言の相違のみならず実質的な相違をもつと理解する見解もある。たとえば、稲葉譲










































































(18) 柚木=高木・前掲注 (6) 356-357頁、宮本健蔵「環境瑕疵と売主の責任」明治学院論叢
548 号 (1994 年) 113頁、潮見・前掲注 (4) 347頁以下を参照。心理的瑕疵について、栗
田哲男「不動産取引と心理的瑕疵」判タ 743 号 (1991 年) 26頁、鎌野邦樹「瑕疵担保責




















562 条から 564 条まで)。買主の権利は、「その不適合を知った時から 1年














にも規定が置かれていた (旧 570 条、566 条 3 項)。これに対し、追完請
求権および代金減額請求権は、改正法で新たに規定された。以下では、買
主の個別的権利 (新 562 条から 564 条まで)、権利行使の期間制限 (新
















562 条 1 項本文)。履行の追完の方法について、その選択権は原則として




































(20) 民法 (債権関係) 部会資料 (以下、「部会資料」と表記する) 81-3・9頁を参照。
(21) 部会資料 5-1・2-3頁、部会資料 5-2・7-15頁、法制審議会民法 (債権関係) 部会第 3
回会議議事録 (以下、「第○回会議議事録」と表記する) 1-17頁および部会資料 32・8-12
頁を参照。
316 (832)
























(22) 部会資料 32・10 頁。能見善久「履行障害」山本敬三ほか『債権法改正の課題と方向
(別冊 NBL51 号)』(商事法務、1998 年) 108頁以下も参照。
(23) 従来の学説上の議論について、能見・前掲注 (22) 108頁以下、山本豊「契約責任論の
新展開 (その 3) ――追完請求権と追完権」法教 345 号 (2009 年) 112-113頁、潮見佳男




「売買における買主の追完請求権の基礎づけと内容確定 (一)(二)(三・完)」神法 60 巻 1
号 1頁、2号 1頁 (2010 年)、3=4 号 1頁 (2011 年) も参照。
(24) 第 3 回会議議事録 17頁〔松本委員〕、森田宏樹=加藤雅信=加藤新太郎「瑕疵担保責任
を語る」判タ 1212 号 (2006 年) 30頁〔加藤雅信〕、平野裕之『民法総合 5 契約法〔第 3
版〕』(信山社、2008 年) 337頁などを参照。
↗
(25) 第 3 回会議議事録 16-17頁〔潮見幹事〕、能見・前掲注 (22) 112頁、潮見・前掲注 (23)
102-103頁、同「追完請求権に関する法制審議会民法 (債権関係) 部会審議の回顧」高翔
龍他編『日本民法学の新たな時代』(有斐閣、2015 年) 712頁、石崎泰雄「担保責任の契
約不履行への統合――法制審議会の議論および中間試案の検討」都法 54 巻 2 号 (2014


































(26) 第 84 回会議議事録 9頁〔潮見幹事〕、潮見・前掲注 (1)『新債権総論Ⅰ』328頁を参照。
(27) 第 84 回会議議事録 9 頁〔潮見幹事〕、潮見・前掲注 (25) 704 頁、711 頁、同・前掲注
(1)『新債権総論Ⅰ』333-334頁、同『民法 (債権関係) 改正法の概要』(きんざい、2017



























(28) 原田剛「売主の追完義務の射程 (1) ――ドイツにおける取外し・取付け義務論からの
示唆――」比較法雑誌 50 巻 1 号 (2016 年) 3頁を参照。
(29) ECJ, Judgment of the Court (First Chamber) 16 June 2011, In Joined Cases C-65/09
and C-87/09 (Weber and Putz)；本判決については、原田剛「瑕疵ある消費用動産を給付
した売主の追完 (取外しおよび取付け) 義務 (上)(下)」国際商事法務 40 巻 3 号 460頁・
4号 626頁 (2012 年)、田中宏治「ドイツ新債務法における代物請求権の範囲 ――タイル
事件――」千葉 27 巻 2 号 (2012 年) 87頁、古谷貴之「消費者売買における追完の範囲と
限界をめぐる問題――欧州司法裁判所 2011 年 6 月 16 日判決を中心に」中田邦博=鹿野
菜穂子=松本克美編『消費者法と民法 長尾治助先生追悼論文集』(法律文化社、2013 年)
141頁、同「ドイツ売買法における瑕疵責任の改正 ―― 2016 年 5 月 18 日ドイツ連邦政府



























































(30) 第 3 回会議議事録 11-12頁〔鹿野幹事〕、岡正晶「いよいよ決まった『民法 (債権関係)
改正』重点項目解説その 4契約各論」自由と正義 66 巻 5 号 (2015 年) 33頁を参照。改正





(32) 立法提案として、能見・前掲注 (22) 112-113頁を参照。比較法の観点から、古谷貴之
「ヨーロッパ共通売買法規則提案における追完制度について」産法 48 巻 3 号 (2015 年)
223-224頁 (中田邦博=鹿野菜穂子『消費者法の現代化と集団的権利保護』(日本評論社、
2016 年) 所収)、田畑嘉洋「買主の追完請求権とその限界――性質合意と等価性という視

























(33) 大澤加奈子「売買・請負の担保責任全面改正」金法 2026 号 (2015 年) 40頁は、この
「不相当な負担」は売主に立証責任があると考えられるが、今回導入された新しい概念で
あることから、何が「不相当な負担」なのかは今後の解釈にゆだねられるという。
(34) 民事訴訟法の観点から、住田知也・味元厚二郎「売買① (中) ――売買の効力 物の




響を踏まえて――」金法 2018 号 (2015 年) 34頁も「民事訴訟法上の論点として、買主の






(35) 藤田寿夫「債権法改正案における瑕疵担保と債務不履行」法時 87 巻 8 号 (2015 年) 94
頁を参照。




























69 号 (2007 年) 142頁、同「ドイツ新債務法における特定物売買の今日的課題」民商 133
巻 1 号 (2005 年) 1頁以下、同「動物の代物請求に関するドイツ連邦通常裁判所判決」千
葉 30 巻 1・2 号 (2015 年) 215頁以下を参照。改正法の下での問題提起として、磯村・前
掲注 (1) 71-72頁 (「契約当事者にとって当該目的物そのものを売買契約の対象として合意
しているときには、……代替物の引渡請求が認められない。」)、田畑・前掲注 (32) 122頁
(「特定物売買に際しては代物給付による追完請求 (買主) や追完 (売主) は認められな
い。」) も参照。


































(39) 山下末人「瑕疵担保」磯村哲編『於保不二雄先生還暦記念 民法学の基礎的課題 上』
(有斐閣、1971 年) 193頁 (「特定物売買でも不代替物か代替物かによって異なり、後者で
あれば代物請求を認める余地がある。」) および北川・前掲注 (8) 136頁を参照。また、星





































(41) 第 193 回国会衆議院法務委員会議録第 4 号 5頁〔小川政府参考人〕、第 193 回国会参議
院法務委員会議録第 9号 5-6頁〔金田国務大臣〕を参照。
↗(42) 第 52 回会議議事録 32-33頁〔山本〔敬〕幹事〕。従来の学説として、岡孝「近時の民法
325(841)
民法改正と売買における契約不適合給付
を含めて返還しなければならないとしており (最三判昭 34・9・22 民集





















た方法での追完請求は制限される (新 562 条ただし書)。また、新 562 条
(債権法) 改正事業の問題点」小林一俊=岡孝=高須順一編『下森定先生傘寿記念論文集
債権法の近未来像』(酒井書店、2010 年) 281-282頁、青野博之「買主の追完請求権につ




ゆだねられている部分が大きいが (潮見佳男『民法 (債権関係) 改正法案の概要』(き





























修補に過分の費用がかかる場合を 412 条の 2の意味での社会的不能に包摂
(44) 買主の責めに帰すべき事由がある場合に買主の追完請求権その他の権利 (代金減額請求
権および解除権) を奪うことは、「消費者保護に逆行」するものとして批判する見解とし
て、加賀山茂「民法 (債権関係) 改正法案の問題点と修正の必要性 (その 2) 約款に関す
る改正案の修正及び担保責任に関する改正案の廃止と現行法の復活の提案」消費者法
ニュース 109 号 (2016 年) 152頁。
(45) 履行不能の規律 (履行請求権の限界事由) が追完の場面でも妥当することについて、部
会資料 75A・13頁を参照。これに対し、追完請求権の限界を扱う規定を置くことが望ま




置くべきことを指摘していた (曽野裕夫「売買」法時 86 巻 12 号 (2014 年) 89-90頁)。




























(47) 山本敬三「契約責任法の改正――民法改正法案の概要とその趣旨」曹時 68 巻 5 号
(2016 年) 8-9頁を参照。「不能」の意味について、「その契約の趣旨に照らして、修補に
よって債権者が受ける利益と比べて、債務の履行に過大な費用を要する場合と理解するべ
きだろう。」との見方を示す。また、第 84 回会議議事録 6-7頁〔山本 (敬) 幹事〕も参照。
(48) 田畑嘉洋「ドイツにおける買主の追完請求権と売主の追完拒絶権の関係について」九法
109 号 (2014 年) 1頁以下も参照。















の追完の催告をすることが要件となる (新 563 条 1 項、564 条、541 条。
ただし、解除につき、契約目的が達成不能なときは、この限りでない。)。
損害賠償についても、填補賠償を求めるにあたっては解除の要件が充たさ


















































84 回会議議事録 16頁〔山本 (敬) 幹事〕)。石崎教授は、「相当の期間の定め」の解釈にお
いて、この期間の設定を相当短くすることで、そのような不都合を回避できるという (石
崎泰雄「法律行為・意思能力・錯誤・契約に関する基本原則・売買 ――法制審議会の議
論から要綱仮案へ――」法学会雑誌 55 巻 2 号 (2015 年) 69頁 (同『新民法典成立への扉
――法制審議会の議論から改正法案へ――』(信山社、2016 年) 170頁)。瑕疵修補請求
権と損害賠償請求権との優劣関係について検討し、瑕疵修補請求権とそれに代わる損害賠
償請求権 (代金減額請求を含む) の選択権を肯定する見解として、森田・前掲注 (25) 法
学 55 巻 2 号 106-115頁も参照。
↘
(52) 磯村・前掲注 (1) 73頁、北居功「不動産売買における売主の契約不適合責任」日本不
動産学会誌 30 巻 1 号 (2016 年) 24-25頁を参照。ドイツにおける同種の議論を検討する
ものとして、田中宏治「ドイツ新債務法における買主自身の瑕疵修補」阪法 55 巻 3・4 号
(2005 年) 851頁以下、青野博之「売買目的物に瑕疵がある場合における買主による瑕疵
除去 ――ドイツ民法における追完請求権――」駒沢法曹 1 号 (2005 年) 27頁以下、同・
前掲注 (42) 105-106頁、岡孝「ドイツ契約法の最前線」加藤雅信ほか編『二十一世紀判例
契約法の最前線 野村豊弘先生還暦記念論文集』(判例タイムズ社、2006 年) 521頁、538
頁以下、同「ドイツ法――シンポジウム『債務不履行――売買の目的物に瑕疵がある場
合の買主の救済』」比較法研究 68 号 (2007 年) 6頁、同・前掲注 (51) 43頁、ペーター・
フーバー／益井公司 (訳)「新ドイツ売買法における履行と損害賠償の関係に関する近時
の諸問題」日法 74 巻 1 号 (2008 年) 197 頁、円谷峻「ドイツにおける瑕疵責任の展開」


































利益の保障に関する一考察 ――ドイツ法における議論を素材として――」同法 65 巻 6





















部が他人に属する場合 (旧 563 条 1 項) および数量の不足または物の一部






















(新 563 条 1 項。追完の優位性)。
もっとも、改正法 563 条 2 項によると、履行の追完が不能であるとき












か、明治 29 年) 526頁 (「瑕疵アルカ為メニ代金ノ幾分ヲ減額スヘキカハ極メテ算定シ難
キ所ニシテ……」)、星野・前掲注 (39) 187-188 頁、来栖・前掲注 (8) 85 頁、半田・前掲
注 (52) 218-219頁、森田宏樹「瑕疵担保責任に関する基礎的考察 (1)」法協 107 巻 2 号
(1900 年) 212-214頁、241頁も参照。また、森田修「契約総則上の制度としての代金減額




なかったとも考えられる。」と指摘する (同「売買代金減額制度と明治民法典 (一) ――
梅の果断と躊躇」法協 126 巻 2 号 (2009 年) 247頁、同「売買代金減額制度と明治民法典
(二・巻)―― 梅の果断と躊躇」法協 126 巻 4 号 (2009 年) 757頁以下)(同『契約規範の
法学的構造』(商事法務、2016 年) 87頁も参照)。
↘
(56) 曽野・前掲注 (45) 90頁も参照。
333(849)
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(57) 森田・前掲注 (55)ローレビュー 253頁以下、同・前掲注 (55) 法協 126 巻 2 号 244-247
頁 (同・前掲注 (55)『契約規範の法学的構造』84-85頁)。
334 (850)


















(58) 曽野・前掲注 (45) 90頁は、「契約価格は交渉次第で市場価格とは一致しないから、客
観的な市場価値の差額を単純に契約価格から減額する絶対的評価方法では、対価均衡の維
持としては不適切であり、相対的評価方法の方が適切であろう。」という。山野目・前掲

















(吉政知広・法時 82 巻 10 号 (2010 年) 115-116頁)。
(61) 民法 (債権関係) 部会第 1分科会の会議のなかでは、「履行期」ないし「登記時」とい

























前二条の規定は、第 415 条の規定による損害賠償の請求並びに第 541
条及び第 542 条の規定による解除権の行使を妨げない。
(62) 引渡し時説に立つ学説として、潮見・前掲注 (1) 15頁、同・前掲注 (43) 235頁、同・
前掲注 (27)『民法 (債権関係) 改正法の概要』262-263頁、山野目・前掲注 (1) NBL1048
号 66頁、同・前掲注 (1)曹時 8頁、北居・前掲注 (52) 25頁、野澤・前掲注 (1)『契約法
〔第 2版〕』154頁を参照。
(63) 第 1分科会第 6回会議議事録 17頁〔鹿野幹事〕を参照。
(64) 円谷峻「売買――売買の効力 (担保責任)」同編『民法改正案の検討』(成文堂、2013
















































注 (1)曹時 4-6頁、12-13頁、山本・前掲注 (47) 11-12頁も同様の理解を示す。↘












する。第 192 回国会衆議院法務委員会議録第 12 号 1-2頁〔宮路委員、小川政府参考人〕、
10-11頁〔井出委員、小川政府参考人〕、同第 13 号 8-9頁〔井出委員、小川政府参考人〕










―― 『帰責事由論」の再検討』――」星野英一編『民法講座別巻 2』(有斐閣、1990 年)
44-72頁、森田宏樹「結果債務・手段債務の区別の意義について――債務不履行における
『帰責事由』」『鈴木禄弥先生古稀記念・民事法学の新展開』(有斐閣、1993 年) 109-168頁
(同『契約責任の帰責構造』(有斐閣、2002 年) 1-63 頁所収)、同『債権法改正を深める
――民法の基礎理論の深化のために』(有斐閣、2013 年) 18頁以下、能見・前掲注 (20)
113頁以下、加藤雅信「債務不履行の帰責事由」法教 281 号 (2004 年) 68頁以下、山本敬
三「契約の拘束力と契約責任論の展開」ジュリ 1318 号 (2006 年) 87頁以下、同「債務不
履行責任における『帰責事由』」法セ 679 号 (2011 年) 10頁、同「日本における債務不履
行法の変遷と課題――ドイツ法との対比から」小野秀誠=滝沢昌彦=小粥太郎=角田美
穂子『松本恒雄先生還暦記念 民事法の現代的課題』(商事法務、2012 年) 405頁、小粥
太郎「債務不履行の帰責事由」ジュリ 1318 号 (2006 年) 117頁、潮見佳男『債務不履行
の救済法理』(信山社、2010 年) 89-96 頁、同「損害賠償」法時 86 巻 1 号 (2014 年) 58
頁、中田裕康『債権総論〔第三版〕』(岩波書店、2013 年) 129-136 頁、小林一郎「民法
415 条後段『債務者の責めに帰すべき事由』NBL1006 号 32頁、1007 号 61頁 (2013 年)、

















されない損害が生じた場合でも、買主は、新 564 条および新 415 条が定め
る要件の下で信頼利益の賠償を求めることができる。しかし、売主の帰責
受けて――」法律論叢 86 巻 2・3 号 (2013 年) 53頁以下、同「ドイツ給付障害法におけ
る『義務違反』と『帰責事由』――損害賠償の成立要件に関する一視座――」滝沢昌彦
他編『民事責任の法理 円谷峻先生古稀祝賀論文集』(成文堂、2015 年) 35頁以下、渡辺
達徳「債務不履行」法時 86 巻 12 号 (2014 年) 21頁以下、渡邉拓『性質保証責任の研究』
(成文堂、2015 年) 383頁以下、都筑満雄「債務不履行と履行の不能――その契約化につ
いて」法セ 739 号 (2016 年) 14頁以下、青竹正一「民法改正の会社法への影響 (上)」判
時 2300 号 (2016 年) 10頁以下、高須順一「債権法改正と訴訟実務」伊藤滋夫編『債権法
改正法案と要件事実 法科大学院要件事実教育研究所報第 15 号』(日本評論社、2017 年)
53-57 頁、110-112 頁、山口幹雄「改正民法の『帰責事由』とその解釈」法セ 752 号
(2017 年) 71頁以下、森田修「第八講 債務不履行賠償の要件論：帰責事由論を中心に
(その 1) (その 2)」法教 444 号 (2017 年) 90頁以下、法教 445 号 (2017 年) 104頁以下、
大村=道垣内・前掲注 (2) 96頁以下、特に 108-119頁〔加毛明〕も参照。伝統的な過失責
任主義を採用しない考え方が現在では有力であるが、これを放棄する必要性があるとはい
えないとする半田・前掲注 (52) 365-379頁、および、田中教雄「債務不履行における過失
責任の原則について」法政研究 78 巻 1 号 (2011 年) 168頁以下も参照。
↘
(69) 潮見・前掲注 (43) 236頁、同・前掲注 (27)『民法 (債権関係) 改正法の概要』264頁、
矢野領「民法 (債権法) 改正が与える裁判実務への影響――瑕疵担保責任 (売買) の裁
判例の検討から」法時 87 巻 1 号 (2015 年) 81頁、北居・前掲注 (52) 23-24頁、第 193 回
国会衆議院法務委員会議録第 4 号 5頁〔吉田〔宣〕委員、小川政府参考人〕、大村=道垣
内・前掲注 (2) 407頁〔石川博康〕などを参照。





























(71) 吉田・前掲注 (70) 28-29頁。
↗
(72) 矢野・前掲注 (69) 84-85頁を参照。鑑定費用の問題ではないが、熊谷則一「不動産売










































(73) 山野目・前掲注 (1)曹時 8頁を参照。
(74) 古谷貴之「売買契約における瑕疵ある物の引渡しに対する買主の追完 (鑑定) 費用賠償
請求権について ――ドイツ連邦通常裁判所 2014 年 4 月 30 日民事第八部判決の紹介と検















































法と異なり、催告解除が認められる (新 564 条、541 条本文)。ただし、
契約不適合の程度がその契約および取引上の社会通念に照らして「軽微」
であるときは、この限りでない (新 541 条ただし書)。
新 542 条 1 項は、債務の全部の履行が不能であるとき (1 号)、債務者
が履行拒絶の意思を明確に表示したとき (2 号)、一部履行不能または債
務者による一部履行拒絶の場合において残存する部分のみでは契約をした
目的を達することができないとき (3 号)、定期行為のとき (4 号)、およ






が不要な「契約目的達成不能」な契約不適合 (新 542 条 1 項 1 号)、催告
解除が認められる契約不適合 (新 541 条本文)、そしてもはや催告をした
343(859)
民法改正と売買における契約不適合給付

















(76) ｢軽微」の文言が挿入された背景 (法制審議会での議論) と当該文言使用の妥当性、契
約をした目的を達することができない場合 (542 条) と契約目的を達することはできるが
不履行が軽微とはいえない場合 (541 条) の関係性 (両条の統一的説明の可能性)、および、
軽微な不履行を理由とする契約解除類型設定の従来の判例との整合性の問題等について、
渡辺達徳「民法改正案における契約解除規定の要件に関する覚書 ――新 541 条及び新




(78) 山本・前掲注 (47) 25頁は、「軽微である」ことの判断基準は明確とはいいがたく、今
後の解釈にゆだねられている部分が大きいという。伊藤滋夫編『債権法改正法案と要件事








は足りない)。」との判断基準を示している (潮見・前掲注 (27)『民法 (債権関係) 改正法
の概要』240-241 頁も参照)。河上正二「債権法講義 [各論]―― 17 契約の解除 (その






























(80) 磯村・前掲注 (43) 81頁および 83頁、横山美夏「契約の解除」法時 86 巻 12 号 (2014
年) 34頁、松田弘「債務不履行に係る改正と不動産実務 ――不動産の瑕疵をめぐる紛争
への影響――」土地総合研究 2015 年秋号 21頁、高須・前掲注 (68) 62頁を参照。これに

















ら 1 年」という制限を定めていたが (旧 566 条 3 項)、改正法は、目的物
の種類または品質に関して売主が契約の内容に適合しない目的物を買主に
引き渡した場合において、買主の権利が「種類又は品質」に関する「不適


















一般の消滅時効規定 (新 166 条) が適用される。したがって、買主の権利
(82) 部会資料 75A・24頁を参照。この点につき、中田・前掲注 (25) 320-321頁も参照。
(83) 部会資料 75A・24頁を参照。
346 (862)
















渡しを起算点とする 10 年の消滅時効にかかるとする判例 (最三判平 13・










(85) 磯村・前掲注 (1) 82頁を参照。
(86) 部会資料 75A・24頁を参照。
(87) 中田裕康=窪田充見編『民法判例百選Ⅱ債権〔第 7版〕』(有斐閣、2015 年) 113頁〔松
井和彦〕、潮見・前掲注 (43) 240頁、同・前掲注 (27)『民法 (債権関係) 改正法の概要』
268頁を参照。なお、磯村・前掲注 (1) 83頁によれば、改正案の下で、買主が消滅時効の
一般規定の適用を受けるとすれば、改正案 166 条 1 項 1 号・2 号に従い、権利行使が可能
であることを知った時から 5 年、権利行使が可能である時から 10 年の消滅時効期間に服
する。そして前者の場合、起算点は目的物の契約不適合を知った時であり、後者の場合、

































(88) 潮見・前掲注 (43) 241頁、同・前掲注 (27)『民法 (債権関係) 改正法の概要』269-270
頁を参照。
























(90) 山田創一「危険負担に関する債権法改正の考察」日本不動産学会誌 30 巻 1 号 (2016




(91) 第 96 回会議議事録 48-49頁〔潮見幹事、住友俊介関係官〕、潮見・前掲注 (1) NBL1045
号 (2015 年) 19-20 頁、同・前掲注 (43) 242 頁、同・前掲注 (27)『民法 (債権関係) の
概要』270頁、山本敬三「民法改正と要件事実――危険負担と解除を手がかりとして」自
由と正義 67 巻 1 号 (2016 年) 45頁、大村=道垣内・前掲注 (2) 415頁〔石川博康〕(どの
ような内容・程度の契約不適合がある場合に「特定」が妨げられ得るのかについては、今
後の解釈に委ねられている。) を参照。磯村・前掲注 (1) 87-88〔注 51〕は、この問題に関
する法制審議会での興味深い議論を取り上げる。
(92) 野澤・前掲注 (1) 法セ 739 号 39-40頁、同・前掲注 (1)『契約法〔第 2版〕』141-143頁、
同・前掲注 (3) 39-41頁、同・前掲注 (1) NBL1107 号 11頁を参照。野中貴弘「契約不適
合物の危険移転法理 ――危険の移転と解除によるその回帰――」日法 82 巻 4 号 (2017
年) 67頁以下も、新 567 条 2 項 (契約の内容に適合した物の引渡しを前提とする規定) と
の対比から、契約不適合物が種類物の場合でも、物の引渡しにより対価危険の移転が認め
られてよいとする (118頁参照)。
(93) 第 96 回会議議事録 49頁〔内田委員〕。中田・前掲注 (25) 330頁も参照。
349(865)
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(3) 改正前民法 401 条 2 項との関係
さらに、新 567 条 1 項と改正前民法 401 条 2 項との関係について整理が
必要であるとの指摘がされている
(94)





に目的物が滅失または損傷したときに、新 567 条 1 項ではなく、旧 401 条
















(94) 山本・前掲注 (91) 45-46頁、山野目章夫「民法 (債権関係) 改正のビューポイント⑫」
NBL1049 号 (2015 年) 36-37 頁、同・前掲注 (1)曹時 16-18 頁、中田・前掲注 (25) 330
頁、大村=道垣内・前掲注 (2) 415頁〔石川博康〕を参照。
(95) 山野目・前掲注 (1)曹時 17頁 (特定かつ引渡しがあって初めて危険が移転する)。潮
見・前掲注 (27)『民法 (債権関係) 改正法の概要』270-271頁も同旨。大村=道垣内・前






(96) 山本・前掲注 (91) 45-46頁を参照。
350 (866)





























(97) 磯村・前掲注 (1) 88-89頁を参照。
(98) 磯村・前掲注 (1) 88-89頁を参照。
(99) 潮見・前掲注 (1) NBL1045 号 (2015 年) 19 頁、潮見・前掲注 (43) 241-242 頁 (機械
の売買で売主が操作方法について誤った説明をしていたためにその機械が爆発して破損し
た例が挙げられている。同・前掲注 (27)『民法 (債権関係) 改正法の概要』270 頁も参






















産取引』土地総合研究 2015 年秋号 7頁を参照。
(101) 磯村・前掲注 (8) 323頁以下などを参照。




広中俊雄『債権各論講義 (第 6版)』(有斐閣、1994 年) 79頁を参照)。錯誤規定の適用を
認める判例の立場を支持する見解として、船橋諄一「意思表示の錯誤――民法第九十五




不都合である。」)。浜上則雄=加賀山茂「商品表示と消費者保護 (下)」ジュリ 690 号 120
頁、半田・前掲注 (52) 160頁。さらに、野村豊弘「錯誤と瑕疵担保責任について」学習院
大学法学部研究年報 11 号 (1976 年) 50頁以下 (錯誤に 1年の期間制限を類推適用する)、
石田穣『民法Ⅴ (契約法)』(青林書院、1982 年) 151頁および円谷・前掲注 (7)『新・契
約の成立と責任』260-261頁も同旨) および近江幸治『民法講義Ⅰ〔第 6版〕』(成文堂、
2010 年) 225-226頁 (錯誤の主張期間について取消しに関する 126 条を類推し、5 年の制
限に服させる)、内田・前掲注 (8) 146頁 (錯誤の主張期間を信義則などにより制限する)、
野澤・前掲注 (1)『契約法〔第 2版〕』158-159頁 (錯誤無効の主張を信義則によって個別
に制限する可能性はある) も参照。
352 (868)









。この点、錯誤取消規定 (新 95 条) の特則として





(新 563 条 1 項、564 条、415 条 2 項 3 号、541 条本文)、買主が契約から
(103) 我妻・前掲注 (5) 303頁、末川・前掲注 (8)『債権各論第一部』83-85頁、同・前掲注
(8)『契約法下 (各論)』52-53頁、柚木・前掲注 (6) 286-295頁、柚木=高木・前掲注 (6)
338-341 頁、広中・前掲注 (101) 79-80 頁、星野・前掲注 (39) 234 頁、磯村・前掲注 (8)
325頁、加藤雅信『新民法体系Ⅳ契約法』(有斐閣、2007 年) 244頁、平野裕之『民法総合







号 (2012 年) 82-83頁、同「望まれない契約」法セ 690 号 (2012 年) 94-95頁、同「履行




(104) 野澤・前掲注 (1)『契約法〔第 2版〕』159頁は、新法の下では、「錯誤の効果は取消し
となり (案 95 条 1 項)、取消権の期間制限の規定 (126 条) が適用されるため、問題は緩
和されよう。」と評価する。中田・前掲注 (25) 325頁も、物の契約不適合の担保責任と錯
誤の各規定の要件・効果が整理され、また、錯誤の効果が取消しとなり (新 95 条)、これ
に伴い、錯誤の主張権者の制限 (新 120 条 2 項)、追認の可能性 (新 124 条・新 125 条)、
































































択債権説) と否定する見解 (選択的競合説) が主張されている。買主保護
の観点からは、選択的競合説によるのが望ましい。しかし、その場合でも、



























置づけ (改正前民法 570 条、566 条 3 項) は失われた。改正法の下では、
売主による契約不適合給付について、債務不履行に基づく損害賠償に関す












買主は、売主による契約不適合給付に対し、新 564 条、541 条および
542 条に基づいて解除権を行使することができる。改正法は、契約不適合
の程度に関して、履行の追完の催告を不要とする「契約目的達成不能」な











の期間制限を定める (新 566 条)。改正前民法の下では、買主による権利
行使に際して事実を知った時から 1年以内に「売主に対し具体的に瑕疵の
内容とそれに基づく損害賠償請求をする旨を表明し、請求する損害額の根






にかかるとする判例 (最三判平 13・11・27 民集 55 巻 6 号 1311頁) は、
改正法の下でも妥当すると解されている。
4 目的物の滅失等についての危険の移転








よる「特定」の是非 (肯定説および否定説)――、並びに、(3) 新 567 条
1 項と 401 条 2 項との関係 (種類債務の特定後、引渡し前の滅失または損
傷における給付危険) について議論がある。
5 契約不適合と錯誤
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